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抄録
目的：アカデミア創薬の世界的動向を把握するべく，米欧のアカデミアと企業との間で行われる創薬
シーズや創薬技術の取引状況を俯瞰的・定量的に分析する．
方法：世界の医薬品市場において最大シェアを占める米国と欧州主要 5 ヶ国（英国，ドイツ，フランス，
イタリア，スペイン）を対象に，Clarivate Analytics社が提供するCortellis Deals Intelligenceを用いて，
米欧の大学等（大学，医療機関，公的研究機関）及び大学等発ベンチャー企業（以下，アカデミアと
記す）から導出された，特許に裏付けられた創薬シーズや創薬技術に関わる取引（以下Deal，ディー
ルと記す）の傾向を定量的に分析した．ディールは，2010年～2015年に締結されたものを対象にした．
結果：①米欧のアカデミアから導出された創薬シーズあるいは創薬技術に関するディールは703件で
あり，その95.6％は民間企業が買い手であった（703件中672件）．②ディールの種類としては，「特許
権使用許諾」が703件中669件で全体の95.2％を占めた．この669件について，以下の特徴が明らかに
なった．③疾患領域では「がん」領域の位置づけが高い一方で，免疫系疾患・炎症性疾患・血液系疾
患，内分泌代謝疾患，末梢・中枢神経疾患での増加が注目された．④創薬技術としては，「低分子」，「診
断」，「抗体医薬」が優位にあり，これら 3 つの技術でディール件数全体の約45％を占めた．⑤ディー
ルの契約締結時期は，基礎研究と前臨床段階が中心であり，近年は基礎研究段階で契約を締結する傾
向が強まっていた．⑥ライセンスオプション契約が15％程度用いられていた．
結論：公的機関がアカデミア創薬に焦点をあてて，疾患領域や創薬シーズ・創薬技術等に関する
ディールについて俯瞰的な分析をしたのは本例が初めてであり，分析手法上の課題はあるものの，米
欧におけるアカデミア創薬の全体傾向が明らかになったと考えられる．
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I．はじめに

政府の掲げる健康・医療戦略では，国が行う研究開発
の柱の一つとして医薬品創出を掲げている．その加速化
に向けた取組みの一環として，国立研究開発法人日本医
療研究開発機構（Japan Agency for Medical Research and 
Development，以下AMEDと記載）では，AMEDの中長
期計画で掲げる 9 つの連携プロジェクトの一つである
「オールジャパンでの医薬品創出」連携プロジェクトに
より，アカデミアや産業界と連携して，新薬の創出や革
新的な医薬品，希少な疾病の治療薬などの研究開発を支
援している[1]．
創薬は高度かつ幅広い科学技術力を必要とするため，

新薬開発が可能な国は限られている．日本はその限ら
れた創薬先進国として，新薬の創出に貢献してきた[2]．
近年は創薬を取り巻く環境が大きく変化しており，創薬
のオープンイノベーション化が国際レベルで急速に進展
した結果，アカデミアと産業界が連携して，アカデミア
の基礎研究を源泉とするシーズや技術を基に創薬を実現
する新しい創薬エコシステム構築の機運が世界的に高
まっている[2]．
我が国の研究開発型製薬企業は，これまでアカデミア

との長期的な共同研究や卒業生の採用等を通じて，アカ
デミアの基礎研究成果を受容し内部化して，創薬活動を
行ってきた．このため，我が国では米欧に比して創薬に
関わる人材の流動性が乏しく，オープンイノベーション
化に必要な基盤が整ってこなかったとの意見がある．厚
生労働省の医薬品産業ビジョンにおいては，上述のよう
なこれまでのクローズ手法では創薬の国際競争に後れを
取るため，製薬企業は研究開発のオープン化を進行させ，

社外に創薬シーズや創薬技術を求めることにより，新規
パイプラインを獲得することを求めている[2]．こうし
た状況から，我が国においても，今後は国家的な支援の
下で，創薬エコシステムを構築することが大きな課題に
なっていると言える．
米国では，アカデミア発のシーズを基にした創薬の企
業活動が盛んである．Knellerの報告によると，米国で
市販承認された新薬の約60％がアカデミアやバイオベン
チャーの由来であることが示されている[3]．また米国
は，世界の医薬品市場のトップシェアを占めている（2011
年のデータによると，米国，日本，ドイツ，フランス，
イタリア，英国の順となっている）[4]．欧州諸国の医
薬品市場シェアと考え合わせると，米欧におけるアカデ
ミア創薬の動向を分析することは，我が国において創薬
エコシステムを検討していく上で有益だと考えられる．
これまでのアカデミア創薬に関する動向調査の例とし
て，米国食品医薬品局（以下，FDA）で市販承認された
医薬（以下，承認薬）を対象とした調査が複数報告さ
れている[3,5-7]．それらの調査では，セクター毎（大学，
公的研究機関，大学や公的研究機関の医療施設，非営利
研究機関）に承認薬の創製者の割合を分析しており，そ
の中でも上記のKnellerによる報告[3]は，我が国のアカ
デミア創薬を議論する際の参考情報として度々挙げられ
ている[8,9]．しかしながら，Knellerの報告を含むそれ
らの報告では[3,5-7]，調査対象とした承認薬の数・種類
（低分子治療薬，高分子治療薬，体内診断薬など）や
FDAの承認時期がそれぞれ異なるため，アカデミアが創
製者となった割合は一定ではない．また，それらの報告
では，承認薬に対する物質特許，あるいは用途特許といっ
た基本特許に基づいて創製者を判断しており，アカデミ
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アの基礎研究成果は分析の対象外になっている．例えば，
アカデミアにおいて医薬の標的となり得る生体分子を発
見した場合でも，それは調査の対象外であるため，創薬
におけるアカデミアの寄与の実態を正確に反映していな
い可能性がある．
上記の承認薬を対象とした調査を補完し，基礎研究か
ら医薬品開発までの各創薬プロセスにおけるアカデミア
の寄与を調査する方法の一つとして，アカデミアが売り
手になった創薬に関わるシーズや技術の取引（以下Deal，
ディールと記す）を分析することが挙げられる．例えば，
東北大学の研究チームが開発した糖鎖欠損細胞株は，分
子標的薬を開発する上で有益なエピトープ解析技術であ
るとして，カナダのApplied Biological Materials社との間
で「特許権使用許諾」の契約が交わされており，このよ
うなアカデミアの基礎研究成果に関するディールを分析
することが考えられる（この糖鎖欠損細胞株は，上記の
AMEDによる「オールジャパンでの医薬品創出」連携プ
ロジェクトで設けられた創薬等ライフサイエンス研究支
援基盤事業のサポートにより開発された）[10]．
上記のような創薬に関わるディールについては，主に
海外の民間調査会社が，医薬品業界向けの市場調査の一
環として，特定の疾患領域や創薬シーズ・創薬技術等を
対象に世界的な動向を分析してきた．2017年には，民間
調査会社のCurrent Partnering社が，大手の製薬企業や
バイオテクノロジー企業におけるディールの動向につい
て報告している[11]．一方，民間調査会社と異なり報告
例は少ないが，学術誌でも医薬品業界のニュースとし
てディールの動向を報告している．2016年に発表された
Micklusらの報告[12]を例に挙げると，Medtrackという
データベース[13]を使って，2015年のバイオ医薬に関わ
るディール動向を分析している．しかしながら，著者の
知る限りでは，上記の民間調査会社や学術誌の報告のい
ずれも，アカデミア創薬に関するディール（アカデミア
が売り手になったディール）に特化した分析はしていな
い．また，公的機関が主体となってアカデミア創薬に関
するディールを俯瞰的・定量的に調査・公表した例はな
い．
上記を考え合わせて，本報告では，世界的なアカデミ

ア創薬の実態を把握する目的で，米欧においてアカデミ
アが売り手となったシーズや技術に関わるディールを俯
瞰的・定量的に分析した．具体的には，世界の医薬品市
場において最大シェアを占める米国と欧州主要 5 カ国
（英国，ドイツ，フランス，イタリア，スペイン）にお
ける特許に裏付けられたアカデミア発の創薬シーズや創
薬技術を対象とし，商用データベースを用いて，2010年
から2015年の間に締結されたディールを分析した．なお
本報告は，AMED戦略推進部がClarivate Analytics社に委
託した「平成27年度 日米欧における医薬品開発への大
学等の寄与に関する動向調査」（以下，平成27年度委託
調査と記す）[14]のデータのうち，米欧のデータについ
て再集計し，その結果を分析したものである．したがっ

て本報告の内容は，あくまで著者の見解である．

II．方法

1．使用データベースと予備調査
本報告の基になったAMED戦略推進部の平成27年
度委託調査では，Clarivate Analytics社が提供する医薬
品や医療機器のディールデータベースCortellis Deals 
Intelligence[15]を用いた．Cortellis Deals Intelligenceか
らのディールデータの抽出は，2016年 2 月 9 日に実施し
た（ディールデータ抽出当時は，Clarivate Analytics社か
らThomson Reuters RECAPの名称で提供）．

Cortellis Deals Intelligenceを選んだ理由は以下の通り
である．①2016年 2 月時点で，我が国の公的な，あるい
は商用の創薬関連ディール全般を収載するデータベー
スが確認出来ず，海外のデータベースを利用する必要
があったため，②海外のデータベースを調べたところ，
Cortellis Deals Intelligenceは，1973年以降に公開された
ディールデータが約80,000件収録されており，商用デー
タベースとしては世界最大級の規模であることから，網
羅的な分析が可能だと考えられたため，③更にCortellis 
Deals Intelligenceは，特定条件下でのディール抽出やカ
テゴリ分けをするための検索フィルターが充実しており，
ディールのタイプや創薬技術等の詳細な分析が可能だと
考えられたため．

Cortellis Deals Intelligenceでは，個々のディールにつ
いて，売り手と買い手の情報（所属国，組織名など），
疾患領域や創薬技術などの情報が収録・索引付けされ
ている．以下 2. の分析対象と 3. の分析項目については，
このCortellis Deals Intelligenceに収録・索引付けされた
情報に基づいて，本報告の目的に合致するように設定し
た．

2．分析対象
以下 1 ）～ 3 ）の条件を全て満たすディールを分析の

対象にした．なお，契約上の独占権（Exclusivity）及び
調査時点までのオプション権の行使の有無，ディール
の継続状況については問わず，以下の条件に該当する
ディール全てを対象にした．
1）ディールの契約時期
2010～2015年に締結されたディールを対象にした．
2）ディールに関わる組織
世界の医薬品市場において，最大シェアを占める米国
と，欧州主要 5 ヶ国（英国，ドイツ，フランス，イタリ
ア，スペイン）[4]における，大学，医療機関，公的研
究機関（以下，大学等と記す），及び大学等発ベンチャー
企業を対象にした．大学等発ベンチャー企業については，
医薬品の開発期間を考慮して，1990年以降に設立された
大学等発ベンチャー企業を対象にした．医薬品は，その
研究開始から承認取得までに 9 年～17年かかるとされて
おり[2]，最長で20年程度かかると考えられる．本調査
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の対象期間は，2.1）で示したように2010年以降と設定し
たことから，その年から20年逆算して，1990年以降に設
立された大学等発ベンチャー企業を対象にした．
3）ディールのタイプ
上記2.2）で設定した米欧の大学等及び大学等発ベン
チャー企業が売り手となり契約締結されたディールのう
ち，特許権使用許諾（Cortellis Deals Intelligenceでの用語
としてLicense，以下同様），資産買収（Asset purchase），
戦略的提携（Joint Venture），特許の譲渡(Intellectual 
Property Only)を調査対象にした．特許権使用許諾の内訳
は，ライセンス（Basic License），ライセンスオプション
（License Option），共同研究（Collaboration），共同開発
（Co-Development/Co-Development Option）である．こ
れらのうち，共同研究と共同開発については，前者は売
り手と買い手の間での開発費の分担がないもの，後者は
分担があるものとで区別した．
一方，特許や資産の取引が関係しない共同研究やノウ

ハウに関するものは，Cortellis Deals Intelligenceではデー
タとして収録されていないため，分析の対象外とした．

3．分析項目
2. の条件に合致したディールを対象に，以下1)～6)の

項目について，年代別（2010～2012年，及び2013～2015
年）にディールを分析した．
1）ディールの全体傾向
2010～2015年の大学等及び大学等発ベンチャー企業が

売り手となったディールについて，全体件数を集計した．
加えて， 6 年間の前半（2010～2012年）と後半（2013～
2015年）の年代別，及び2.3）で示したディールの種類別，
さらにディールの売り手別に件数を集計した．著者の知
る限り，2010年から2015年の間で，米欧のアカデミアと
製薬企業間での産学連携体制に特段大きな変化やイベン
ト，新たな規制の導入等があったという報告はなく， 6 年
間の前半（2010～2012年）と後半（2013～2015年）に分
けて全体傾向を示すことに支障があると考えられなかっ
たため， 2 つの年代別に集計した．
2）疾患領域
疾患領域は，世界保健機構（WHO）の国際疾病分類

ICD-10[16]，米国食品医薬品局（FDA）の諮問委員会の
情報[17]，及びCortellis Deals Intelligenceで設定された
疾病分類に基づいて設定した．具体的な疾患領域は以下
の通りで，①感染症，②がん，③免疫系疾患・炎症性疾
患・血液系疾患，④内分泌代謝疾患，⑤精神疾患・行動
障害，⑥末梢・中枢神経疾患，⑦皮膚疾患・眼疾患，⑧
循環器疾患・腎疾患，⑨呼吸器疾患・耳鼻咽喉疾患・ア
レルギー疾患，⑩消化器疾患，⑪筋骨格疾患，⑫尿路・
生殖器疾患，⑬その他である．
 1 つのディールにつき，上記①から⑬までの疾患領
域のいずれか 1 つに分類し，疾患領域毎にディール件
数を集計した． 1 つのディールが複数の疾患領域に該
当する場合には，Cortellis Deals Intelligenceの「Primary 

Therapeutic Area」の内容に基づいて，主たる疾患領域
の 1 つに分類した．
3）ディールの対象となった資産（アセット）のタイプ

Cortellis Deals Intelligenceの「Asset Subtype」に収録
された，ディールの対象となった資産（以下，アセット
と記す）の分類に基づいて， 1 つのディールにつき，い
ずれか 1 つのアセットに分類し，アセット毎にディール
件数を集計した．
4）創薬技術

Cortellis Deals Intelligenceに収録された技術索引に基
づいて， 1 つのディールにつき，いずれか 1 つの技術
に分類し，技術毎にディール件数を集計した． 1 つの
ディールが複数の技術に該当する場合，Cortellis Deals 
Intelligenceの ｢Primary Technology｣ の内容に基づいて，
主たる技術の 1 つに分類した．
5）ディール契約時の開発段階
医薬の開発段階（基礎研究，前臨床，フェーズ 1 ，フェー
ズ 2 ，フェーズ 3 以上）に基づいて，開発段階毎にディー
ルの件数を集計した．原則として，ディール契約時の最
高開発段階に関する情報が収録されているディールに限
定して集計した．
6）ライセンスオプション契約
3.1）で集計した特許権使用許諾のディールのうち，
ライセンスオプション契約を締結した件数を集計した．

III．結果

1．ディールの全体傾向
2010～2015年に，米国，欧州主要 5 ヶ国の大学等及び

大学等発ベンチャー企業が売り手となり契約締結された
ディールの総数を集計したところ，703件であった．年代
別に見ると，2010～2012年で252件，2013～2015年で451件
であり，約1.8倍増加していた．
ディールの種類をみると，2010～2015年を通じて「特
許権使用許諾」が最も多く，703件中669件（95.2％）であっ
た．「ジョイントベンチャー」と「資産買収」は，全体
からみると件数は少ないが，2010～2012年に比べて，2013
～2015年ではそれぞれ 2 倍以上増加していた．その一方，
「特許の譲渡」はなかった（図 1 ）．
ディールの買い手については，2010～2015年の703件
中，672件（全体の95.6％，以下同様）が民間企業（1990
年以前に設立された製薬企業等，及び民間企業発ベン
チャー企業），27件（3.8％）が大学等，及び 4 件（0.6％）
が大学等発ベンチャー企業であった．すなわち，大学等
及び大学等発ベンチャー企業が売り手のディールのほと
んどは，民間企業が買い手であった．
上記で記したように，大学等及び大学等発ベンチャー
企業が売り手となったディールのほとんどが「特許権使
用許諾」であったことから，分析の対象を揃えるために，
以降は「特許権使用許諾」の669件のみを分析した．
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2．疾患領域別のディール動向
疾患領域については，表 1 に示すように，13の疾患領
域（うち 1 つはその他領域）を設定した．それら疾患領
域別にディールの件数をみると，2010～2015年を通じて，
「がん」領域のディールの件数が最多であった．2010～
2012年と比較すると，2013～2015年では，「がん」領域の
ディール件数の増加率は123.5％であり，全体のディー
ル件数の30％以上を占めていた．
「がん」領域より少ないものの，ディール件数の増加
が顕著な疾患領域として，「免疫系疾患・炎症性疾患・
血液系疾患」領域（2010～2012年と比較して，2013～
2015年では増加率125.0％．以下同様），「内分泌代謝疾
患」領域（86.7％），「末梢・中枢神経疾患」領域が挙げ
られた（88.5％，ディール件数が一桁台の疾患領域を除
く，表 1 ）．
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図1　全体のディール件数とディールの種類

表 1　疾患領域別のディール件数

疾患領域

A
2010
-2012年

B
2013
-2015年

（B-A）/A
増加率（％） A＋B

全669件に
占めるA＋B
の割合（％）

感染症 34 39 14.7 73 10.9
がん 68 152 123.5 220 32.9

免疫系疾患・炎症性疾患・血液系疾患 12 27 125.0 39 5.8
内分泌代謝疾患 15 28 86.7 43 6.4
精神疾患・行動障害 2 3 50.0 5 0.8
末梢・中枢神経疾患 26 49 88.5 75 11.2
皮膚疾患・眼疾患 16 13 -18.8 29 4.3
循環器疾患・腎疾患 4 5 25.0 9 1.4
呼吸器疾患・耳鼻咽喉疾患・アレルギー疾患 2 4 100.0 6 0.9
消化器疾患 4 5 25.0 9 1.4
筋骨格疾患 0 1 ‐ 1 0.2
尿路・生殖器疾患 1 1 0.0 2 0.3
その他＊ 61 97 59.0 158 23.6
合計 245 424 - 669 100.1＊＊

表中のA及びBの数値はディールの件数を示す。
＊     「その他」に該当するディールは、以下の通り。①開発段階が早期であるため、 あるいは疾患問わず適用される創薬技術であるた
め疾患名が明記されていないディール、②疾患分類のいずれにも該当しなかった疾患（良性新生物、移植等）の ディール、③複
数疾患領域にまたがっているディール、④疾患の判定が不能なディール。

＊＊少数第 2 位以下四捨五入で処理したため、総計が100％にならない。

表 2　アセット別のディール件数

アセット

A
2010
-2012年

B
2013
-2015年

（B-A）/A
増加率（％） A＋B

全669件に
占めるA＋

Bの割合（％）
＊＊

創薬シーズのみ 99 136 37.4 235 35.1
創薬シーズとプラットフォーム技術又は 
研究の組み合わせ 13 9 -30.8 22 3.3

創薬探索技術 60 143 138.3 203 30.3
創薬改変技術 2 2 0.0 4 0.6
創薬製造技術 10 10 0.0 20 3.0
その他創薬技術＊ 61 125 104.9 186 27.8
合計 245 424 - 669 100.1＊＊＊

表中のA及びBの数値はディールの件数を示す。
＊ 創薬に必要な周辺技術が該当（主として診断技術）。
＊＊ 少数第 2 位以下四捨五入で処理。
＊＊＊ 少数第 2 位以下四捨五入で処理したため、総計が100％にならない。
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3．アセット別のディール動向
本報告では，表 2 に示すように，創薬のシーズと技術
に関わる 6 種のアセットを設定した（うち 1 つはその他
創薬技術）．アセットの種類毎に，大学等及び大学等「ベ
ンチャー」発が売り手となったディールの件数を見ると，
2013～2015年では，「創薬探索技術」が143件と最も多
かった．このディールは，他のアセットに関するディー
ルと比較して，2010～2012年の件数と比べた2013～2015
年の件数の増加割合が最も大きかった（2010年～2012年
と比較して，2013年～2015年では138.3％の増加率）．また，
2010～2015年を通じて，「創薬シーズのみ」の件数も多
かった（「その他創薬技術」を除く，表 2 ）．

4．創薬技術別のディール動向
本報告では，表 3 に示すように，20の創薬技術に分類

した．創薬技術別に，大学等及び大学等発ベンチャー企
業が売り手となったディールの件数を見ると，「低分子」
（192件，ディール全体の28.7％．以下同様），「診断」（60
件，9.0％），「抗体医薬」（47件，7.0％）であり，これら上
位 3 つの技術を合わせると，ディール全体の約45％を占
めていた．「診断」は最も増加の割合が高く，2010～2012
年の12件から，2013～2015年には48件と増加率は300％で
あった（表 3 ）．

5．開発段階別のディール動向
開発段階別に大学等及び大学等発ベンチャー企業が売
り手となったディールをみたところ，基礎研究段階が最

表 3　創薬技術別のディール件数

創薬技術

A
2010
-2012年

B
2013
-2015年

（B-A）/A
増加率（％） A＋B

全669件に
占めるA＋

Bの割合（％）
＊＊＊

低分子＊ 57 135 136.8 192 28.7
診断 12 48 300.0 60 9.0
抗体医薬 15 32 113.3 47 7.0
ワクチン 26 12 -53.8 38 5.7
バイオマーカー /コンパニオン診断薬 11 13 18.2 24 3.6
ドラックデリバリーシステム（DDS） 8 15 87.5 23 3.4
幹細胞療法 11 11 0.0 22 3.3
細胞治療 8 14 75.0 22 3.3
医療機器/装置＊＊ 5 16 220.0 21 3.1
ゲノミクス 7 14 100.0 21 3.1
ターゲット探索 8 9 12.5 17 2.5
遺伝子治療 4 11 175.0 15 2.2
ペプチド 6 8 33.3 14 2.1
遺伝子組み換え動物 0 8 ‐ 8 1.2
核酸医薬 3 1 -66.7 4 0.6
バイオインフォマティクス 1 3 200.0 4 0.6
ジェネリック医薬品 2 2 0.0 4 0.6
バイオシミラー 1 2 100.0 3 0.4
アジュバント 2 0 -100.0 2 0.3
抗体薬物複合体（ADC） 2 0 -100.0 2 0.3
表中のA及びBの数値はディールの件数を示す。
上記の他、各創薬技術に分類出来なかったディールが126件存在し、ディール全体の18.8％を占めた。
＊ 化合物、ライブラリー提供および合成方法も含む。
＊＊  本調査は医薬品を対象にしているが、医薬品と医療機器で構成されるコンビネーション製品の開発を踏まえて、創薬技術につ

いては「医療機器/装置」も含めた。
＊＊＊  各パーセンテージは小数点以下 2 桁を四捨五入した値。そのため、各創薬技術に分類出来なかったディール18.8％と合わせた

総計が100％にならない。

表 4　開発段階別のディール件数
開発段階 2010-2012 年 2013-2015 年 合計

基礎研究 61 148 209
前臨床 56 61 117
フェーズ 1 6 8 14
フェーズ 2 7 3 10
フェーズ 3以上 5 2 7
表中の数値はディールの件数を示す。
契約時に開発段階が不明なディールや製剤改良に関するディール等を除いたため、合計が669件に
達していないことに留意。
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も多く，2010～2015年を通じて209件，ディール件数全体
の約58.5％を占めた．前臨床でのディール件数も，2010
～2015年で117件と多く，基礎研究段階でのディール件
数と合わせると，全体の90％以上を占めた（表 4 ）．

6．ライセンスオプション契約の動向
2010～2015年の間で，ライセンスオプションのディー

ルは99件であり，大学等及び大学等発ベンチャー企業
が売り手となった「特許権使用許諾」全体の約14.8％を
占めた．年代別にみると，2010～2012年のライセンスオ
プション契約は46件（同年代全体の18.8％，以下同様），
2013～2015年は53件（12.5％）であった（図 2 ）．平均
すると，2010～2015年では，全体の約15.7％がライセン
スオプション契約であった．

IV．考察

我が国では，アカデミア創薬の方向性や課題に関する
言説について巷間に満ちているものの，その根拠となる
創薬の現状を俯瞰する試みや，定量的に把握し評価する
ための試みは十分になされていない．例えば筆者の知る
限りでは，公的機関がアカデミア創薬に焦点をあてて，
疾患領域や創薬シーズ・創薬技術等に関するディールに
ついて俯瞰的・定量的に調査したのは本報告が初めてで
ある．こうした状況下，本報告では，2010年～2015年の
期間中に米国と欧州主要 5 カ国の大学等及び大学等発ベ
ンチャー企業から導出された，特許に裏付けられた創薬
シーズや創薬技術に関わるディールのデータを抽出し，
定量的に分析した．本報告では疾患領域や創薬シーズ・
創薬技術等に焦点をあてて分析したものの，米欧のアカ
デミア創薬に関わるディールの全体傾向が明らかになっ
たと考えられる．
一方，本報告では，採用したデータベースにおいて日

本のディール情報が十分に収載されていなかったため
（詳細はⅣ．2．2） に記載），日本のディール動向を分析
するに至らず，米欧のディール動向に留まった．また本
報告では，特定の調査対象や調査項目を採用したため必
ずしも網羅的ではないこと，及びディールの全体傾向を
把握するためのマクロ的な分析を行い，個別ディールの
分析は行わなかったことも，分析上の制限になった．
以下では，本報告で明らかになった米欧のアカデミア
創薬に関するディールの動向と，今後分析を精緻化する
上での課題をまとめる．

1 ．本報告で明らかになったこと―米欧のアカデミア創
薬に関するディールの動向―
1）ディールのタイプ
本報告では，「特許権使用許諾」が大部分であり
（ディール全体の95.2％），それらのほとんどが大学等
及び大学等発ベンチャー企業から民間企業への導出で
あることが示された（ディール全体の95.6％）．創薬に
関わるディールについては，「特許権使用許諾」が大
部分であることがこれまでにも報告されている．例え
ば，PharmaVentures社が報告したPharmaDeals社のデー
タベースを用いた分析では，2002年～2011年の間に「基
礎研究」および「前臨床」段階で締結された1,000のプ
ロダクトディールにおいて，「特許権使用許諾」が大部
分を占めていたと報告している[18,19]．こうした米欧の
ディール動向を踏まえると，日本においても，アカデミ
アが特許を取得・維持・管理し，「特許権使用許諾」契
約締結により技術移転することの重要性については，改
めて認識する必要があると考えられる．
2）疾患領域別のディール傾向
本報告では，「がん」領域の位置づけが高い一方で，「免
疫系疾患・炎症性疾患・血液系疾患」，「内分泌代謝疾
患」，「末梢・中枢神経疾患」に関するディールの増加が

年（ ） 年（ ）

ライセンス
オプション
以外＊＊

件
（ ）

ライセンス
オプション
以外＊＊

件
（ ）

ライセンス
オプション＊

件
（ ）

ライセンス
オプション＊

件
（ ）

＊  以下 4 つのいずれかの契約を含む。①ライセンスオプション契約のみでライ
センス契約をしなかった例、ライセンスオプション契約の後に②ライセンス
契約をした例、③共同開発契約をした例、④共同研究契約をした例。

＊＊  以下 3 つのいずれかの契約を含む。ライセンスオプション契約なしで①ライ
センス契約をした例、②共同開発契約をした例、③共同研究契約をした例。

図 2　ライセンスオプション契約の件数
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注目された．Micklusらが報告したバイオ医薬に関する
ディール分析では，2015年に締結されたディール2,198件
中，「がん」が28％で最多，以下，「診断薬」13％，「感
染症」11％，「中枢神経疾患」10％と示されている[12]．
このうち，「がん」と「中枢神経疾患」は本報告とも重
なることから，創薬全体で主要な疾患領域であると言え
る．一方，「免疫系疾患・炎症性疾患・血液系疾患」と「内
分泌代謝疾患」は本報告で示されたものであり，アカデ
ミア創薬で特徴的な疾患領域と考えられる．
上記の疾患領域は，米国FDAの承認薬の対象疾患領域

とも重なる．Stevensらの報告によると[7]，米国FDAで
1970～2009年に承認された，公的セクターの研究組織（大
学，医療機関，NPOの研究機関，連邦政府の研究機関）
由来の医薬153品目中，血液系疾患あるいはがん領域は
40品目を占めて最も多く，代謝疾患領域と中枢神経領域
はそれぞれ12品目で， 3 番目に多い疾患領域だとしてい
る．この報告と本報告とを照らし合わせると，アカデミ
ア創薬において上記疾患領域は優位な開発ターゲットだ
と考えられる．
3）アセット別のディール傾向
2010～2012年は「創薬シーズのみ」に関するディール

が最も多かったが，2013～2015年は「創薬探索技術」に
関するディールが最も多かった．この「創薬探索技術」
に関するディールは，他のアセットに関するディールと
比較して，2010～2012年の件数と比べた2013～2015年の
件数の増加割合が最も大きかった（2010年～2012年と比
較して，2013年～2015年では138.3％の増加率）．また，「そ
の他創薬技術」（創薬に必要な周辺技術であり，本報告
では主に診断技術を指す）についても，2010～2012年の
件数と2013～2015年の件数とで比較すると104.9％の増
加率である．Ⅰ.で例示したように，アカデミアと企業
間での糖鎖欠損細胞株に関する「特許権使用許諾」契
約の例と考え合わせると[10]，アカデミア創薬において，
民間企業との取引上は，従来の創薬シーズから，近年は
創薬技術にも関心が高まっていることがうかがえる．
4）創薬技術別のディール傾向
「低分子」，「診断」，「抗体医薬」に関わるディール

が優位にあり，これらの技術のディールを合わせると，
ディール全体の約45％を占めることが明らかになった．
このうち「診断」については，上記のMicklusらが報告
した分析結果と近似しており，2015年のバイオ医薬に関
するディールは，｢がん｣ に次いで 2 番目に「診断」が
多いことが明らかになっている（がんのディールは463
件，診断は216件）[12]．
5）ディールの契約締結時期
「基礎研究」および「前臨床」段階が中心であり，近

年は「基礎研究」段階で契約を締結する傾向が強まって
いることが示された．Ⅲ-1. で記したように，大学等及
び大学等発ベンチャー企業が売り手のディールのほとん
どは民間企業が買い手であったことと合わせて考えると，
米欧では，アカデミアの創薬シーズや技術は早期に民間

企業へ導出され，民間企業が磨き上げて実用化につなげ
ていく構図が見て取れる．この傾向は，上記のMicklus
らが報告した分析結果でも示されており，2015年におけ
る研究開発段階毎のディール件数では，「基礎研究」段
階が最も多く，次いで「前臨床」と報告されている[20]．
6）ライセンスオプション契約の傾向
「特許権使用許諾」のディールのうち，ライセンスオ
プション契約が15％程度用いられていることが明らかに
なった．この場合のオプションとは選択権を意味し，売
り手であるアカデミアから，買い手の候補に「特許権使
用許諾」の契約を締結するか否かの選択権が与えられる
契約である．ライセンスオプション契約が15％程度用い
られていることから，アカデミア創薬に関わる「特許権
使用許諾」契約に至る過程において，ライセンスオプショ
ン契約は，買い手のリスク回避策の一手段としてある程
度有効に活用されていると考えられる．

2．今後分析を精緻化する上での課題
1）複数のディールデータベースの採用
本報告では，商用としては世界最大級のデータベース
であるCortellis Deals Intelligenceを使用したが，一つの
データベースの機能に依存していることに留意する必要
がある．データ収録の抜けや漏れによる分析バイアスの
リスクを出来るだけ回避するためには，他のデータベー
スも併用し，データを補完する必要があると考えられる．
例えば，Ⅲ-1. で示した「特許の譲渡」が無いという結
果について，これはCortellis Deals Intelligenceにおいて
該当データが収録されていないことを示しているにすぎ
ない．「特許の譲渡」の有無について，より精度を高く
分析するためには，他の複数のデータベースを用いて確
認する必要がある．
2 ）日本のディールデータの収集と日米欧のディール傾
向の比較分析
我が国のアカデミア創薬の方向性を検討する上で，本
報告で明示した米欧のディール動向は有益な情報である
ものの，今後は日本におけるディールの実態について分
析し，米欧と比較する必要がある．本報告の基になった
平成27年度委託調査では，日本のアカデミアが売り手と
なった創薬関連ディールをCortellis Deals Intelligenceで
調べたところ，19件のみの収録であり（医療機器開発に
関するディール 1 件を含めると，日本のディールは計
20件収録），米欧を含むディール全体に占める割合は約
2.8％に留まっていた[14]．日本でのアカデミア創薬に関
わる実際のディール件数について，筆者が知る限りでは，
これまで公的に報告されておらず不明であるが，少なく
ても上記の19件より多いと考えられる．

Cortellis Deals Intelligenceにおいて，日本のディール
情報が十分に収載されていない理由の一つとして，この
データベースが英語による公表情報に基づく海外のデー
タベースであるため，英語以外の現地言語，例えば日本
語のみで公表されたディールデータは収録されていない
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ことが考えられる[14]．Cortellis Deals Intelligence以外
の，大手の医薬品等に関する商用データベースにおいて
も，例えば上記のMicklusらが使ったMedtrackデータベー
スやPharmaVentures社の報告で使用されたPharmaDeals
データベースのように，米欧のデータが主となっている
のが現状である[12,13,18,19]．その一方で我が国におい
ては，Ⅱの 1. で記したように，創薬関連ディール全般
を収載する公的あるいは商用のデータベースは公表され
ていない．これらを考え合わせると，日本におけるディー
ルの動向を調査するためには，海外の既存のデータベー
スを頼りにするのではなく，改めてディールデータを収
集する必要があると考えられる．
日本の創薬関連ディールデータを収集する手段の一つ
として，近年，世界的な潮流として発達している情報技
術を利活用することが考えられる．例えばwebクローリ
ングとスクレイピングにより，各アカデミアが公開し
ているインターネット上の最新データを自動で収集し，
ディールデータを効率的に抽出することが考えられる．
また，アカデミアの知財部，産学連携部，技術移転機関
（Technology Licensing Organization, TLO）等に対して
アンケートやインタビューを実施し，ディールデータを
入手することも一案である．いずれにせよ，我が国の産
学官が協働してディールデータを積極的に収集し分析す
ることにより，自国のアカデミア創薬に関するディール
の実態を明らかにすることが必要である．
3 ）国間，あるいはアカデミアのセクター間における
ディール傾向の比較
本報告では，アカデミア創薬に関するディールの世

界的・全体的な傾向の分析を目的としたため，米国と
欧州 5 ヶ国を一括りにし，また大学等と大学等発ベン
チャー企業を一括りのアカデミアとして分析した．し
かしながら，これら国間・セクター間ではディールの
傾向に差違がある可能性が考えられる．Cortellis Deals 
Intelligenceでは，個々のアカデミア組織について国情報
が付与されておらず（本調査を実施した時点），目視で
国別にディールデータを抽出する必要があるが，今後は，
国毎・セクター毎にディールデータを抽出して比較分析
する必要があると考えられる．
4）個別ディールデータの詳細分析
上述の通り，本報告では，アカデミア創薬に関する

ディールの全体傾向について分析を行ったため，個別
ディールについての詳細分析には至らなかった．今後調
査を検討する場合には，よりディールの実態を把握する
ために，個別ディールのライセンス金額の分析や，具体
的な創薬シーズと創薬技術の特定，またディールの買い
手の傾向分析（製薬企業の本部所在国や事業規模等）な
ど，定性的な分析を加える必要があると考えられる．
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